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１．メディア環境の変容と情報多元化の意味
インターネットに象徴される新たなメディア環境が到来しつつある。1970年代以降，ニューメ
ディアと称する状況が何度となく指摘されてきたが，今日のインターネットやモバイル型メディア
のもたらすメディアの革新性は以前のそれらと大きく様相を異にしている。ニューメディアは，マ
スメディアの延長線上に位置するコミュニケーション技術として位置づけられ，それ故にニューメ
ディアの情報発信主体は依然としてマスメディア事業主体の側にあった。ニューメディアのもたら
した多メディア・多チャンネル化は，マスメディア事業者（通信・放送・新聞）の経営的意図（主
要には商業的利益拡大）を具現化するものとして制度設計されてきたためである。とりわけ，近年
のデジタル技術にかかわるニューメディアの登場は，既存の通信・放送の制度的概念を超えたサー
ビスを可能とするところから，新たな制度的位置づけをめぐる議論と政策的措置に収斂することに
なった。ここでは，既存の制度は，ニューメディアの成長を妨げる要因でしかなく，規制緩和をし
て市場原理のもとで自由競争すべき対象として意識された。（注1）近年の通信と放送の融合によるニュ
ーメディア育成の政策的誘導や制度的な整備（情報通信法案構想や2010年放送・電波関連法一部
改正など）は，その現れといえよう。
ニューメディア論は，メディアの技術革新がもたらすコミュニケーション領域での社会的な規範
的価値形成への関心は薄い。メディア産業育成や企業利益を拡大させるニューメディア・コンテン
ツ論，マーケティング論など，メディアの商品化をいっそう推進するねらいに政策的価値をおいて
いる。そこで意識される「社会」とは，ニューメディア利用による企業の成長と市場競争の徹底化
こそが社会を豊にするというトリクルダウン論であり，想定される社会の豊かさとは「受け手」の
情報享受の数と種類が飛躍的に拡大するという論理にある。しかし，これまでの事実が示すように，
ニューメディアのもとでの多メディア・多チャンネル化は，コミュニケーションの多元性・多様性
の実現により市民と社会の関係をより拡大深化する方向ではなく，商品として利益を生む情報コン
テンツへと収斂し画一化した内容を生んでいる。ニューメディア論からは，技術革新を契機とする
メディア・コミュニケーションの変容が，言論・表現の自由の拡大，自律的個人の強化，市民社会
の維持・発展にどう関わるかという社会論的な視座は見られない。
インターネットは，「受け手」＝市民自らが発信主体となり，インタラクティブなコミュニケー
ションを社会のあらゆる空間に形成することを可能にした。マスマスメディアによる「送り手」→
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「受け手」のコミュニケーション図式とまったく異なる位相のメディア・コミュニケーションが成
立することとなった。この新たな状況の変化は，インターネットにおける動画投稿サイトやＳＮＳ
（Social Network Service）の興隆となって現れ，マスメディア経由の多メディア・多チャンネル化
ではなしえなかった情報の多様性と多元性をもたらすと期待されている。それはまた，市民の情報
発信を実現するパブリック・アクセスの理解も変化をみせている。「これまでの流れ（マスメディ
ア時代：筆者注）は，市民が発信するための回路をいかに確保するかを基本にし，市民が自らマス
メディアに情報発信のスペースを確保することで，マスメディアに対して緊張関係を迫ることにか
なりの力点を置いてきたが，インターネットがこの構図を変えてしまった」（注2）とする認識である。
インターネットは，ニューメディアと違う意味で情報発信チャンネルの多元性と多様性を実現した
と理解されている。
インターネットの技術的特性と可能性はその通りであろう。ニューメディア論で示されたニュー
メディアの技術特性も多メディア・多チャンネル化におかれた。両者の技術の違いは，情報発信主
体を特定のメディア事業者から無数の諸個人へと拡大するのを生んだが，技術の観点だけからみれ
ばとりわけての違いがあるといえない。技術的特性の変化がコミュニケーションの多元性・多様性
を生成し，市民社会の構築に有効なメディア・コミュニケーションが生成すると単線的にとらえら
れないからである。インターネットがニューメディアと異なる（あるいは両者が融合化する）メデ
ィア・コミュニケーションとして社会的な意義を持つには，諸個人がメディアとの間にどのような
規範を構築するかにかかっている。
２．メディア公共圏の視座
このような新たなメディア環境のもとで，メディアと個人の関係を位置づける価値規範をどのよ
うに把握し直すべきであろうか。ニューメディア論的アプローチにあるメディアの商品化論・脱規
制化論ではなく，また，伝統的なマス・コミュニケーション論の中心を占めてきた行動主義的な効
果論でもなく，カルチュラルスタディズが主張する能動的受け手論や意味分析論とは異なる「批判
的メディア・コミュニケーション」の視座が必要とされよう。阿部潔はこれをメディア公共圏の規
範性に求めている。この指摘には示唆的な内容が含まれているのでそれを手がかりに考察を進めて
みたい。その際に大事な点は，マスメディアとインタラクティブ・メディアを対抗的にとらえるの
でなく，その両方を通底するメディア・コミュニケーション論の構築であろう。
阿部は，「情報化社会における公共性」を考察するうえで，それを実現するための「必要条件」
としてメディア技術がかなりのウエイトを持つが，「十分条件」は技術の問題に還元されるのでは
なく「社会の問題」としてとらえ直さなければならないと述べている。多メディア・多チャンネル
化が進展するもとで，個人的次元での意味解釈の多様性が進むにもかかわらず，集合次元（社会的
次元）でのコミュニケーションが欠如するという「奇妙なアンバランス」が存在する問題点を指摘
したのである。それを理解するには，「公共圏」の視座から情報社会のコミュニケーション状況を
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捉えていけば，「奇妙なアンバランス」をめぐる権力関係を「個人と社会のインターフェイス」の
問題として浮かび上がらせることができるのではないかと提示している。（注３）　
本稿では，阿倍が批判的メディア・コミュニケーション論として捉える公共圏の規範性を手がか
りに，メディアが個人の社会的コミュニケーションを発展させるうえで両者（メディアと個人・集
団）がどのような関係性のもとに構築されるのが望ましいかを考察してみる。その際にメディア公
共圏の規範性を持ち出すのは，阿部が指摘するように公共圏を「社会の問題」ととらえ，かつ「個
人と社会のインターフェイス」を実現する「広場」として理解した場合，メディアはその公共圏と
して有力な意味を持つからである。メディア公共圏の構成要素は，メディアと個人・集団だが，マ
スメディアとインターネットメディアではメディアの持つ社会的性格が異なる。言うまでもなく，
マスメディア（＝ニューメディア）はメディア組織から「受け手」への情報発信を基本としている
がインターネットはそのような一義性はない。
メディア特性にこのような違いがあっても，メディア公共圏が社会的に作動するには，公共圏形
成を担う主体（同時に情報発信者でもある）の規範意識が，問題解決に向けての情報共有化，自由
な意見交換にもとづく相互理解，意見の公開性，解決への志向性などを有していることが求められ
る。その規範性は，教育や社会的諸活動をとおしての人間的諸関係のもとで構築されるが，ディア
公共圏固有の規範性を獲得するには一般的な公共的価値に付加される独自の視座を有する。その独
自性は，すでに，マスメディアの歴史的生成・発展過程において，メディアの公共性として蓄積さ
れてきた。メディアにおける公共的価値は，理念の構築とそれを実践化する行為の過程であったと
いえる（多くの試行錯誤を含むが）。メディア制度の設計，メディア事業者の編集・編成戦略（方
針），メディア労働者のジャーナリズム・表現活動などそれぞれのレベルで存在してきた。
マスメディアの役割は，市民社会の維持・発展をはかるうえで，人々に社会的な事実（生起する
事象だけでなく隠された事象の発掘を含める）を質の高い（内容の信頼性と表現力など）内容で伝
達し，生活圏のすべての範域に生活時間との同軌を基本としながら恒常的にコミュニケートする行
為ととらえることができる。マスメディア公共圏は，「受け手」個人をコミュニケーション対象と
しながらも，メディア空間において社会的な共有性や共同性の実現をめざすものである。市民社会
を構築するうえで不可欠な自律的個人と社会的な共同性を導く公共圏の存在があってはじめて，
「個人と社会のインターフェイス」が生きてくる。そのためには，メディア公共圏は，公開性，事
実に立脚した情報提示，言論・表現の自由，基本的人権の擁護を規範的価値に置かねばならないの
が判ろう。
メディア公共圏へのアクセスがだれにも求められる今，このような公共的価値や公共圏の規範性
は従来のメディア関係者固有のものではなく，市民諸個人の普遍的価値として定着する必要がある。
しかし，先に見てきたように，メディアの制度設計やメディア事業者の規範は，産業論的・商業
主義的枠組のもとで語られており，公共的価値はきわめて限定的（それ故に建前的）であるか考慮
されていない。これに対して，マスメディア労働者は原理的にみれば，産業論的・商業主義的価値
から距離をおき，市民社会の構築のために情報の公開性，真実性，公正性などを追求・表現する立
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場にある。マスメディア労働者のこのような規範的価値は，「受け手」が有する規範的価値と等価
にあり，両者のメディア公共圏を構築する共同行為が市民社会発展の基底部分を作り出すことにな
ろう。両者の批判的コミュニケーション行為の蓄積は，マスメディアの「送り手」としての価値規
範への絶えざる問い直しを生みだすと同時に，「受け手」が情報発信者となるうえでの規範性を獲
得する契機になると思える。
マスメディアの特性は，「送り手」から「受け手」へのプッシュ型のコミュニケーションメディ
アであり，メディアコンテンツが一定規模の組織的生産によっていることの二点におかれよう。し
かも，メディア公共圏は真空状態のもとに存在するのではなく，政治的・経済的な権力関係や「受
け手」＝市民の存在に規定される。したがって，メディア公共圏の規範は常に不安定であり，「奇
妙なアンバランス」に陥る危険性を内包する。規範理論としては定立できても，メディア公共圏が
ある規範のもとで作動するのはさまざまな力関係によっている。公共圏規範の「奪取闘争」が現実
の姿だと言い替えてもよいかも知れない。先に，メディア労働者はメディア公共圏の規範性を意
識・行為化させる原理的立場にあると指摘した。メディアを取り巻く政治的・経済的権力が実践さ
れるもとでは，メディア労働者＝その集団的形態である労働組合がメディア公共圏形成への有力な
担い手となるであろう。理由は，メディア労働者がメディア公共圏の内実（理念レベルから実際の
編集・編成作業）を構築する主体だからである。メディア公共圏の価値をめぐっては，一方で，
「送り手」として政府（制度設計の主体）やメディア事業者との間で絶えざる批判的関係をはらみ
ながら，他方で，「受け手」との間では公共圏の内実を共有化する実践的取り組みが求められると
いう関係にある。
日本社会の現状では，メディア公共圏の価値規範が市民社会の普遍的価値として定立するために
は，とりわけメディア労働者の「受け手」の規範意識形成への働きかけが求められる。それには２
つの側面がある。一つは，メディア労働者がメディア内容をめぐって「受け手」との間にコミュニ
ケーション回路を構築することであり，二つには「受け手」との共同作業を通してメディア・コミ
ュニケーションの情報発信を実践する行為である。このどちらも，「受け手」の公共圏規範を生み
だし定着する有力な手がかりとなろう。これらの実践過程の蓄積が，「受け手」主体のメディア公
共圏を生みだし市民社会の発展に寄与する契機になると考える。
３．メディア公共圏の規範構築と放送労働者の役割
すでにメディア（放送）労働者＝労働組合の一部では，このような問題意識を検証する実践例が
ある。本稿はその事例研究を通して，「送り手」＝「受け手」の二項対立的把握を克服するメディ
ア公共圏の規範構築を考察する足がかりを検討する。放送メディアは，放送法によりメディアの公
共的規範が明示化されているので事例として適切なのも採用した判断のひとつにある。
放送メディアは経営体としての事業的性格があり，ここでは経営を担う主体と情報生産を担うメ
ディア労働者の主体という二要因に分けて考えなければならない。放送という情報生産のエンコー
31
調査報告：放送労働者と「受け手」＝市民によるメディア公共圏の規範形成
ディング過程にはこの両者（厳密には今回考察の対象から外した政治的・経済的な外在要因もあ
る）が関わるが，放送の規範をどう実現するかは両者の「放送」の理念に対する認識の違いや経営
＝資本と労働の権力関係が強く反映する。「受け手」は情報のディコーディングを実践するが，意
味解釈の主体としてだけではなく，メディア公共圏の規範構築に関わる社会的な存在として位置づ
ける必要がある。
先にものべたように，放送の公共圏形成は番組編成活動によって表出する。その際の規範性は必
ずしも一様でない。放送事業者が制度的に与えられた放送の規範は，番組制作の実質的な担い手で
ある放送労働者の規範性を規定する。しかし，放送が企業活動のもとで営まれるために，規範がど
のように番組化するかは放送経営者と放送労働者の認識において常に一致するわけではない。むし
ろ，今日のニューメディア時代，放送の位置が変化する状況下では，商業性を志向する経営者と公
共性を重視する労働者の間で放送の規範をめぐる対立が顕著になる。
放送の公共圏形成の主体は，放送経営者と放送労働者だけではない。今日，「受け手」＝市民は，
「能動的受け手」として位置づけられるが，それは番組解釈の能動性にとどまらず，放送の公共圏
規範を価値づける主体として理解しておく必要がある。市民社会のもとでは，「受け手」＝市民は
自主的・自律的な存在と想定される。多様な市民運動やボランティア活動はその具体的現れであろ
う。そこで次に問題となるのは，そのような「受け手」＝市民が放送の規範構築にどのようにかか
わるのかである。先に記した仮説では，放送労働者と「受け手」＝市民とのコミュニケーション回
路の設定が重要であるとした。「批判的メディア・コミュニケーション」を構築するうえでは，権
力への対抗的な規範を対置する必要があり，そのためには放送労働者と「受け手」＝市民の規範の
共有化があって初めて可能となるからである。番組という最終的なアウトプットによって放送の公
共圏が現れるにしても，そこに至るプロセスでの「規範」をめぐる闘争が番組に反映し，市民社会
のメディア・コミュニケーションに求められる規範性が規定されることになると思える。
本稿では，ある地方民間放送局における労働組合運動と市民活動による当該放送局の番組改革運
動を事例に採用する。対象としたのは，京都府をサービスエリアとする民間放送局の株式会社京都
放送（呼称はＫＢＳ京都）とそこで働く放送労働者の組合組織である民放労連京都放送労働組合
（ＫＢＳ労組と略），および京都府内で活動する市民組織の「市民のためのＫＢＳをめざす実行委員
会」（ＫＢＳ実行委員会と略，ＫＢＳ京都の番組批評活動や番組アクセスを求めて設立），ＫＢＳ京
都が滋賀県彦根市に置局したラジオの滋賀放送局（ＫＢＳ滋賀）の閉鎖問題を契機として組織され
た市民組織「滋賀リスナー会議」，市民が資金を募って自ら企画した番組をＫＢＳ京都ラジオ放送
で放送する運動体「ＫＢＳアクセスクラブ」（アクセスクラブと略）である。
本調査報告は，日本の放送労働運動と視聴者運動において例を見ない実践を続ける両者の存在を，
労働組合運動の一形態として把握するのでなく，放送メディアにおける公共圏との関わりにおいて
とらえ直すことで，放送労働者（放送労働組合組織）や「受け手」＝市民（視聴者組織）のコミュ
ニケーション活動が放送の規範形成に大きな意味を持つことを明らかにしたい。
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４．株式会社京都放送の位置と特徴
株式会社京都放送（呼称：ＫＢＳ京都，資本金20.6億円，従業員150名）を概括してみる。ＫＢ
Ｓ京都は，京都府を主たるサービスエリアとして免許されたラジオ・テレビ兼営の放送事業者であ
る。1951年４月に民間放送初のラジオ予備免許を受け12月にラジオ放送，69年にテレビ放送を開
始した歴史を有している。テレビ放送の開設は，67年に旧郵政省が「テレビジョン放送用周波数
の割当計画基本方針」の修正方針を決定して新たに広域圏ＵＨＦ局の開局を認めたことから，（注4）
関西広域圏内のＵＨＦ局として免許された。関西広域圏にはすでに準キー局の民放テレビ局が置局
されおり，キー局のネットワークに所属することができない独立のテレビ局として位置している。
この条件のために，経営面で見ると番組調達をすべて自社で行わなければならず，また，広告費収
入はマーケットが京都府とその周辺地域に限定されるため，ネットワークに加盟する他のテレビロ
ーカル局に比べて厳しい経営環境におかれている。（注5）現在の主要株主は，京セラ（株），関西テレビ
（株），オムロン（株），（株）京都新聞などである。
1983年に98億円の簿外債務が発覚，89年には146億円の根抵当権設定疑惑がＫＢＳ労組の財務分
析調査によって明らかにされ一挙に経営危機に陥ることになった。94年，京都地裁に会社更生法
の適用を申請，2007年には弁済の見通しが立ち更正手続きの終結が決定している。このように，
日本の民放では古い歴史を持っているＫＢＳ京都だが，置局条件の制約性に加えて1980年代以降
は経営側の不手際が重なり事業経営面で不安定さを抱えていた。
ラジオ放送は，舞鶴放送局（1957年開局），福知山放送局（1958年開局），滋賀放送局（1960年
開局）のそれぞれが一定時間地域向け番組編成を実施していた。しかし，経営合理化から舞鶴，福
知山両局は65年に廃止され，現在では滋賀放送局のみが京都本社から彦根地域向けの番組を放送
している（『さんさんわいど滋賀』月曜〜木曜，午後１時〜４時まで）（注6）。ラジオの番組編成傾向
は，芸能人や京都市在住の若手文化人，ミュージシャン，実業家などをパーソナリティに起用した
音楽，トーク番組が中心である。ニュースは月〜金曜の17時に15分間，21時20分に10分間（スポ
ーツ，天気予報を含む）のみで，地域の諸問題をテーマとするような報道番組は編成されていない。
テレビ編成は，福祉の現場やボランティア活動の状況を紹介する『ふれ愛さんか〜いきいき福
祉』（日曜，11時45分〜12時），広域圏独立局の共同制作番組で京都，奈良の仏像を紹介する『大
仏大好。』（日曜，７時30分〜８時），京文化の伝統を紹介する『羽田美智子の京都専科』（土曜，８
時30分〜８時55分）など自社制作番組がいくらか存在するが，伝統文化の紹介的な内容が中心で
歴史的，社会的な視点で固有の文化が抱える問題等にまで言及されてはいない。その他の番組編成
は映画，音楽，ドラマなど娯楽系の購入番組が放送されており，ニュースは昼の時間帯に５分間の
『京都新聞ニュース・天気予報』のみである。総合編成局としての性格からすれば，地域社会の諸
問題を発掘して世論形成をはかるような番組が今だ十分とはいえない状況にある。
会社の定めた放送基準には，放送番組の実践において実現すべき規範が次のように明記されてい
る。（注7）
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（前文）株式会社京都放送は，文化の発展，公共の福祉，産業と経済の繁栄に役立ち平和な世界
の実現に寄与することを使命とするものである。
（綱領）
１．基本的人権を尊重し，民主主義の育成と確立をはかる。
２．法と社会秩序を尊重し，国民生活の安定につとめる。
３．児童および青少年に与える影響を考慮し，新しい世代の健全な育成につとめる。
４．教育・教養の進展をはかり，文化の向上につとめる。
５．社会生活に役立つ正しい情報と健全な娯楽を提供し，生活内容を豊かにするようにつとめる。
６．広告は，真実を伝え，視聴者に利益をもたらすようにつとめる。
ただし，この番組基準に記された規範は，ＫＢＳ京都が加盟する事業者団体の社団法人・日本民
間放送連盟が定めた放送基準と同じであり，地域放送メディアの固有性を現す規範とはいえない。
京都市民のＫＢＳ京都に対する評価は見るべきものがある。ある調査によると，「ＫＢＳ京都は
必要か」の質問に対し，「必要とする」75％，「必要ない」20％という結果がある。調査が149人を
対象とした街頭アンケートという性格から調査の信頼性には留保を付けざるをえないが，ある傾向
をみることはできよう。（注8）ＫＢＳ労組が会社更生法を申請後10年近くが経過するなかで実施された
調査だが，市民がＫＢＳ京都の存在そのものに必要性を示す結果が現れたのは，労組が市民への働
きかけ，すなわち地域社会にマスメディアが存在することは，地域民主主義や地域文化の構築にメ
ディア公共圏の必要性を共有化できたことを現しているのではないだろうか。ＫＢＳ京都のテレビ
番組は，関西広域圏のサービスエリア内で複数の民放ネットワーク番組と競合関係にあり，必ずし
もその独自性を発揮できずにいるが，歴史の古いラジオ放送が培ってきた市民との結びつきと，労
組と市民組織との結びつきの二つの領域におけるコミュニケーション活動がこのような結果をもた
らしたものと思える。
５．ＫＢＳ労働組合の位置と特徴
地域放送の規範を示す「放送の基本方針」
ＫＢＳ労組は，1965年に二つに分裂した労働組合組織（民放労連近畿放送労働組合とＫＢＳ労
働組合）が80年に統一して民放労連ＫＢＳ近畿放送労働組合となり，96年の会社名変更に伴って
現在の民放労連京都放送労働組合に改称し今日に至っている（組合員数は2010年末現在で122名。
加盟上部団体は日本民間放送労働組合連合会＝民放労連）。
ＫＢＳ労組は，組合統一と同時に「ＫＢＳ京都　放送の基本方針」題する綱領の策定と「地域放
送局のあり方」を問う提言活動を行った。「放送の基本方針」には，「地域住民の幸福と地域社会の
発展に寄与する。地域社会の信頼にこたえる。地域に開かれた放送局としての使命を果たすべく，
市民との連携と交流を深めるとともに，アクセス権を容認し，その必要な措置を取ることにより，
視聴者の権利と市民生活を守る」と明記されている（全文は注９を参照）。全国の民放局労働組合
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のなかで，放送労働者自らの手で放送を直接対象とした活動理念＝規範を制定するのは他に例を見
ない。
先に記したように，ＫＢＳ京都では一部経営陣による不明朗な根抵当権設定がなされ，経営側は
それを期限までに抹消するめどがたたず，倒産寸前まで追い込まれ局舎を競売にかけて再建をはか
るという日本の民間放送史上かつてない事態が生じることとなった。ＫＢＳ労組は，この事態に地
域放送局を存続させるには会社更生法による再生しかないと判断，従業員に方針を示して投票を行
った結果，多数の賛同を得るなかで異例ともいえる従業員が中心となった会社更生法を京都地裁に
申請し受理された。会社更生法の申請には裁判所に多額の供託金が必要であったが，ＫＢＳ労組が
加盟する上部団体民放労連の呼びかけに応じて加盟民放労組からの資金提供があり，その融資を受
けて申請にこぎ着けたのである。ＫＢＳ労組は経営危機を招いた経営陣への追求と同時に弁済計画
案を策定して会社側に要求，着実に弁済を重ねることで10年10月に長期未払金（更生担保権）を
弁済し，15年には最終弁済を達成することが見通せるようになった。
企業経営が何らかの理由で破綻をきたし消滅に至ることは，産業社会のもとでは一般的に起こり
えることである。しかし，メディア企業における経営危機とりわけ法制度上公共的意義にもとづい
て免許された放送メディアは，その目的に位置づけられたメディア公共圏形成の存立基盤そのもの
を脅かすことになる。地域放送局の場合，地域民主主義，地域文化を維持・発展させるうえで不可
欠な地域メディア公共圏を形成するコミュニケーション手段そのものが失われることを意味する。
ＫＢＳ労組が異例ともいえる従業員主体の会社更生法を提起し，自らの労働賃金をも犠牲にして弁
済にこぎ着けた行為を支えたのは，「放送の基本方針」によって，地域メディアの規範に価値を見
いだしていた点にあったといえよう。ＫＢＳ労組は，この経営危機を単に自らの労働を確保する視
点だけでなく，地域メディアとしての存立を確保する視座への連続性を持っていたのである。地域
メディアの存続は，地域メディア公共圏の基盤を左右する問題であり，当該地域社会の市民にとっ
て直接的影響をもたらす。ＫＢＳ労組が根抵当権問題に端を発する経営危機を「地域放送の灯を消
すな」と位置づけ，市民に訴えていったのは必然的な流れであった。
６．公共性規範にもとづく番組開発
労働組合統一の直前1979年12月には，近畿放送労働組合の要求によって地域ニュース番組『Ｋ
ＢＳ京都タイムリー10』（平日21時30分〜22時25分）がスタートした。民放では初めてプライムタ
イムでのワイドニュース番組でもある。身近な地域の問題をテーマに，当事者と市民の意見も交え
て討論する内容で，京都府・市の行政への批判的視点からの報道姿勢は視聴者から支持を得た（80
年には日本ジャーナリスト会議賞の奨励賞を受けている。90年に番組終了）。（注10）84年には，ＫＢＳ
労組が京都生協をスポンサーに放送した『輪っとハッピー』（60秒番組を12回隔週で放送）がある。
番組企画はＫＢＳ労組と京都生協が協議して決定し，生協組合員の主婦が取材を行った。番組内容
は，生協が取り組む食品添加物，産地直売，平和問題，京都の町衆文化保存，福祉，消費者運動な
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どである。番組としては，時間量的な制約性から問題の所在や論点提示など意見形成をするだけの
内容を持たないが，市民生活を営む生協組合員＝メディアの「受け手」という立場から社会問題へ
の公共的価値を提起するものと理解できよう。
ここには，労働組合の発議により地域社会にある社会的イッシュウをめぐる世論形成として放送
メディアを位置づけようとする行為がみられる。労働組合の地域メディア公共圏の規範意識が番組
編成の多様性を生みだす事例であり，会社の番組基準に示されたメディア公共圏の規範を補強する
ものと理解することができよう。『輪っとハッピー』の制作手法には市民参加を取り入れており，
市民感覚の規範を番組に反映させようとする姿勢が見られる。このような経験は，後述する市民に
よるメディアアクセスを促す基礎となった。
このように，「放送の基本方針」にみられる規範原理は，すでに統一前の近畿放送労組の時代か
ら取り組んだ地域社会の民主主義や地域文化を発展させる運動において形成されていた。それは偶
然ではなく，近畿放送労組が加盟していた上部団体の民放労連は，結成当初から放送の自由と放送
が担う社会的役割に放送労働者はどのように認識すべきかについて強い関心を持ち取り組みを始め
ていたからである。63年３月には日本放送協会労働組合（日放労）と共催（全国放送労働組合協
議会）で「第１回放送研究集会〜放送を国民のものとするために〜」を開催している。（注11）分科会
では「放送における言論表現の自由を守るために」と「文化創造者として放送労働者は新しい文化
をどうしてつくるか，またその条件は何か」がテーマになっている。放送メディアが公共圏として
機能するうえで必要な要件と，それを実現化する担い手が持つべき価値について議論を始めていた。
上部団体と加盟組合とのリンクが，放送対象地域で規範として具体化する条件を有していたといえ
よう。
以上の調査結果から，メディア公共圏の規範意識は，メディア企業内における資本対労働，メデ
ィア労働者組織（労働組合）と当該労働組合が所属する上部組織，メディア（労働者）と市民など
多元的，重層的な関係性から形成されるのがわかる。この場合でも，基軸におかれるのは，メディ
ア労働者の存在である。ただし，労働の主体側にメディア公共圏の規範意識が自動的に備わってい
るわけではない。公共圏の規範意識を自覚的に把握する指導的労働者の存在とその実践的な活動が
備わることによって，経営側のメディア公共圏への対抗的な規範を対峙できることとなる。ＫＢＳ
労組はこの条件を獲得することで，日本社会ではほとんど例を見ないメディア公共圏の規範意識を
獲得する有力な主体たりえたのである。
７．公共性の規範を具体化する提言活動
ＫＢＳ労組が作成する提言の活動は，1983年の簿外債務発覚を契機に独自の財務分析（年２回
の決算報告，株主総会時の貸借対照表，損益計算書，利益処分などを分析）を行い，経営健全化に
向けた政策作りを始めたことが出発点になっている。第１回は84年に「局のあり方提言」を行い，
根抵当権問題発覚までの６年間に11回発行されている。ほぼ年に一度の頻度で経営・番組編成の
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あり方に対する改善提言を出していることになる。最近では，2010年11月にNo. 24「ＫＢＳ京都の
新たな発展に向けての提言〜ＪＲＡ問題をうけて〜」を発表している。（注12）
広域圏内の独立局という置局条件は，放送番組においても地域民間放送局としての設立目的を十
分に果たし得ない脆弱な経営基盤をはらんでいた。経営側の公共的な放送事業者としての認識欠如
は，利益追求を最優先する一般の企業経営と変わらない運営をしていたために，組合側が対抗的な
地域放送局のあり方を提言として対置する必要があった。
ＫＢＳ労組の提言活動は，経営危機のなかで企業再建，労働条件確保を要求する組合活動を理論
的に支える有力な手段であった。しかし，それにとどまらず，提言ではＫＢＳ京都が地域放送局と
して経営面（地域経済を活性化する営業活動のあり方），番組編成面（地域市民から信頼される番
組編成のあり方）でいかにあるべきかを積極的に問題提起して経営側に改善を求める視野の広がり
を持っていた。提言活動は，組合員，従業員の間で自らの放送活動のあり方を問い直し，相互のコ
ミュニケーションを実現して合意をはかっていこうとする役割を持っている。ＫＢＳ京都が地域メ
ディアの公共圏としてどのような放送活動をすべきか，それを具体的な実践過程に移し替えていく
うえで求められる条件は何か，これらを放送労働者で共有化し規範化するコミュニケーション活動
が政策提言活動といえる。
８．規範を具体化する市民との結びつき（その１）
番組アクセスで多様化をはかる
「放送の基本方針」に見られる地域メディア公共圏の規範意識は，放送労働者および放送労働組
合の放送意識に多様性をもたらしている。『タイムリー10』や『輪っとハッピー』はその端緒を示
しているが，放送労働者が市民（＝視聴者）と結びつくことでコミュニケーション回路を確保し，
対抗的なメディア公共圏形成を生みだす番組制作につながっていく経緯は注目できる。
ＫＢＳ労組を中心として京都府内の労働団体，市民団体は，マスメディアにアクセスする主体と
して，1984年に市民組織「市民の声を伝える実行委員会」（構成は府内の労働組合，市民組織など
５０団体）を組織する。府内のテレビ，新聞を対象に市民が拠出する資金をもとにメディアスペー
スを購入し，市民生活に関わる諸問題に対して「受け手」＝市民の側から世論形成をはかろうとす
るものである。87年３月にはＫＢＳ京都のラジオ生活情報番組『山口進のときめき５（ファイ
ブ）』（12時〜17時20分）のなかで10分間のコーナーを番組提供，同実行委員会が企画する形式を
とった。番組内容は，パーソナリティが進行役となってテーマごとに専門家によるトーク番組で全
８回が放送された。企画されたテーマは，医療と社会保障，労働基準法，売上税，国家秘密法など
でいずれも政府の進める制度改革に対して対抗的な規範からの提起となっている。（注13）
その後，86年２月には新たに発足したＫＢＳ実行委員会が京都教職員組合に協力して「教育を
考える京都フォーラム」を結成，労働組合，市民の資金拠出によりテレビ番組提供を行っている。
いじめ問題がクローズアップするなかで府内の教育問題をルポする番組『高石ともやの教育キャラ
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バン』（86年２月23日放送）を提供，ラジオでは86年５月，井上ひさしが広告コピーを制作した国
鉄解体反対ＣＭをやはり市民のカンパで13回放送している。
87年10月には，ＫＢＳ実行委員会が番組を検討する討議過程で地域医療の問題点が焦点化され，
ＫＢＳ労組がそれを受けて京都府保険医協会に働きかけて医療問題をテーマとするテレビ番組『小
南陵の地域医療診てある記』（30分，週１回で６回放送，同協会が提供主）に結実する。
「マスメディア共同利用実行委員会」の試み
88年にはＫＢＳ実行委員会活動の一環として，「マスメディア共同利用実行委員会」（共同利用
実行委員会と略）が設置され，先の経験を引き継ぐことになった。共同利用実行委員会の組織化に
あたっては，呼びかけ人としてＫＢＳ京都の番組出演者や京都在住の著名文化人に働きかけて，広
範な対象に番組アクセスの必要性を訴えている。（注14）「受け手」＝市民がマスメディアを利用して意
見表明を実践しようとする試みに，このような著名文化人が賛同して氏名を公表するのは，地域社
会内に多様な言論表現メディアが存在する必要性を認識しているからにほかならない。同時に，Ｋ
ＢＳ労組が中心になって進めてきたこれまでのメディア利用の経験が著名文化人に評価されていた
からである。
共同利用実行委員会の「結成宣言」には，受け手＝市民がメディア公共圏をどのような規範のも
とで認識しているのかがわかる。宣言文は，「この実行委員会は，マスコミ関係者や，市民が共同
の力で，日々の暮らしや関心ごとに根ざした情報ニーズ（欲求）にもとづく，番組づくりや報道を
めざしたものです。（略）こんにち，ＮＨＫが大型間接税問題のアンケート結果を一面的に報道し
たことに見られるように，新聞や放送などのマスコミの真実性や公正さが大きな問題をよんでいま
す。（略）私たちがめざす共同利用の事業は，このような言論・報道状況をチェックし自由を守っ
ていくうえで，有効な保障になるものと確信しています」と記されており，「送り手」のメディア
公共圏への対抗的なメディア公共圏を「受け手」がマスメディアへのアクセスを通して実現しよう
とするものである。
当時は竹下内閣によって消費税導入が提起されていたが，マスメディア全体の論調は導入止むな
しの姿勢であった。例えば，ＮＨＫは88年に世論調査所が実施した「くらしと政治」に関する世
論調査のなかで，大型間接税に関する結果が「反対48％，賛成18％」と反対が上回ったためにそ
の部分を意図的に放送せず「世論調査の結果隠し」と問題視されていた。このような「送り手」側
のメディア公共圏形成に対抗的な規範からの論調をテレビでわかりやすく知らせ，「受け手」＝市
民に多角的な論点を提示しようとしたといえる。
共同利用実行委員会は，メディアアクセスのために市民の拠出による放送時間枠の購入・制作と
いう方法をとった。これまでの番組アクセスと異なるのは，対象がテレビであり番組内の一部を提
供するのでなく，番組そのものの提供を行っている点である。番組名は『ポーポロ京都』（30分番
組，８月は毎日曜日，23時から４回放送。９月は毎土曜日９時30分から４回放送，計８回放送）
である。番組の構成は，「ウイークリートピックス」（４分），「税制改革コーナー」（８分），「特集
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コーナー」（12分），「ＣＭ」（３分）から成っている。
「ウイークリートピックス」は市民が撮影したビデオ・写真の提供を募り，放送局の情報収集で
はカバーできないきめ細かな出来事が報じられている。トピックスにもテーマ制が採用され，各地
域で行われた催し物や集会の模様（戦争展，消費税反対の各種集会，平和祭りなど）や開催告知な
どが中心である。「特集コーナー」では実行委員会に参加する市民が番組企画チームを作ってテー
マ決定がされる。採用されたテーマは，「税金を考える」，「平和を考える」，「京都再開発と街づく
り」，「地場産業の振興と京都経済」，「輸入自由化と食料自給」，「教育問題と子育て」，「健康と医療
を考える」など京都地域を対象に市民社会が当面する課題が設定されているのがわかる。「税制改
革コーナー」は，税制改革の概要，不公平税制の是正，直間比率の見直し，高齢化社会の財源づく
り，中小企業と消費税，消費税３％の暮らしへの影響，働く者と消費税，年金生活と消費税が取り
あげられている。番組本体の提供方式であったために時間量を一定程度確保でき，政府が推進しよ
うとした大型間接税＝消費税導入に対して対抗的な世論を訴求するメディア・コミュニケーション
の実践が可能となったのである。「共同利用実行委員会」は，番組提供の財源として京都府内の労
働組合，生活協同組合，各種の市民団体，個人に資金の提供を要請した。（注15）
「ＫＢＳ京都アクセスクラブ」の発足
「共同利用実行委員会」の経験は，その後98年の「ＫＢＳ京都アクセスクラブ」の設立に結びつ
いている。
アクセスクラブは，会員の会費を資金としてＫＢＳ京都ラジオの番組枠を買い取り，市民が企画
した番組を放送しようとするものである。この組織化により，市民が番組制作の資金を提供すると
同時に番組企画を立案し継続的に番組を放送する体制を作りだした。現在，番組はＫＢＳ京都ラジ
オ『早川一光のばんざい人間』（毎週土曜日６時15分〜８時15分生放送）のなかで10分間のコーナ
ーを買い取り「お脈拝見」のタイトルでワンクール（３ヵ月）ごとに契約を更新し継続している。
番組では市民ボランティアとして活動している人々に登場してもらい，活動内容や市民活動への協
力の呼びかけなどを行っている。会員は，ＫＢＳ京都のラジオディレクターによる番組制作の指導
を受ける勉強会や企画会議での提案と放送後の反省などを実践し，放送メディアのリテラシーを獲
得するとともに地域社会に生起する諸問題に関心を深める機会にもなっている。「受け手」＝市民
が参加する番組企画の組織的実践は，それ自体が一つの公共圏としての役割を担っていると見るこ
とができる。
ＫＢＳ京都の番組基準が，送り手としての規範を示したのに比べて，ＫＢＳ労組の放送の基本方
針では受け手のメディアアクセスを認めることで放送のメディア公共圏に多層性をもたらしている。
しかし現状では，ＫＢＳ京都の番組編成にこの方針が掲げるアクセス容認を制度化するに至ってお
らず，通常の広告主による番組スポンサード方式と同様な形態にとどまっている。市民によるマス
メディアへのアクセスの実現は，メディア内容の多元化をはかりメディア公共圏の形成を実現する
うえで決定的といえる。インターネット時代において市民のマスメディア・アクセスはメディア公
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共圏形成にどのような内実をもたらすのか，またそれを可能にする制度化をどうはかるのか，理論
的，実践的な課題を残している。
８．規範を具体化する市民との結びつき（その２）
放送労働者と市民の結びつきが生みだすメディア公共圏の形成は，番組アクセスだけではない。
日々の番組制作に携わる労働者が，受け手である市民との間で自分たちの制作姿勢をめぐって意見
交換する回路の設定は，地域社会におけるメディア公共圏を形成するうえで重要である。ここでは，
ＫＢＳ労組の主催する「地域懇談会」，ＫＢＳ労組が市民と共同で組織化した「滋賀リスナー会議」，
「市民のためのＫＢＳをめざす実行委員会」の三つを取りあげる。
「地域懇談会」の役割
まず，「地域懇談会」のはたす役割である。「地域懇談会」は，ＫＢＳ労組が府内のサービスエリ
ア各地に出向き視聴者との懇談を行い，自社の番組内容に対する視聴者からの意見・要望の聴取と
同時に放送労働者としての意見表明を中心に，ＫＢＳ京都の経営問題，放送界全体の動向など幅広
い議題設定がなされている。1990年に城陽市から始まり，宮津・舞鶴地域，宇治市，福知山市な
どで開催され現在まで続いている（2008年までに29回開催）。「地域懇談会」は，サービスエリア
の中心に位置する京都市以外の地域を対象に視聴者との対面的コミュニケーションをはかることで，
番組編成・内容面で地域放送としての公共圏形成を自己点検する実践行為といえる。
県域レベルのサービスエリアでは，範域の規模の大きさや主要広告主が中央都市部に偏重する市
場条件からも，地域社会内での中央対地方という格差や対立の構造を生みやすい。地域公共圏が地
域の中心点から同心円的に形成される側面と地域内地域の固有性に立脚した小規模な公共圏が重層
的に形成される必要がある。県域放送がこのような地域内地域の公共圏を形成するには，この後す
ぐ触れる小規模エリアごとの地域ラジオ放送局からの独自編成と本社（中心地域）の番組編成にお
いて各地域社会の公共圏を意識したメディア・コミュニケーションを編制することである。それを
実現するには，適切な地域ごとに取材・番組制作・発信態勢を用意しなければならない。ＫＢＳ京
都は経営問題を抱えていたために，送り手として地域メディア公共圏形成を編制する能力を削減し
てきた。放送番組による地域メディア・コミュニケーションの欠如は，地域メディアの存立理由を
失うことにつながっている。
ＫＢＳ労組は「地域懇談会」の組織化により，中心地域以外の地域住民から意見のフィードバッ
クを得ることで，地域メディア公共圏形成を回復する番組体制上の整備をはかろうとしたのである。
普段の放送実践が，地域社会にどのような公共圏形成を果たしているのか，マスメディアが必然的
にはらむ構造的問題を「地域懇談会」のような形で放送労働者と地域住民との間で双方向化する試
みは，放送労働者の地域メディア規範意識を問い直す機会となっている。「地域懇談会」の定期的
開催は労組のおかれた現状から難しいことも事実である。また，労働組合と地域住民との懇談成果
40
をＫＢＳ京都の従業員全体に反映させる方法を作りあげる必要もある。また，従業員全体へのフィ
ードバックと地域住民から提起された問題の解決は，再度地域住民にもフィードバックするコミュ
ニケーションの循環が用意される必要があろう。
「滋賀リスナー会議」の役割
二つめは，市民組織「滋賀リスナー会議」の設置である。滋賀放送局（ＫＢＳ滋賀）の置かれた
彦根市は京都中心部から約70㎞の距離にあり（鉄道で50分程度），彦根市民は古くから京都市を生
活圏としていた。ＫＢＳ京都は合理化の要請から2002年と04年の二度にわたりＫＢＳ滋賀の閉鎖
（滋賀エリア向けの番組放送の中止）を打ち出したが，ＫＢＳ労組と市民の反対運動によって存続
している。しかし，彦根地域向けの番組は放送されているものの，制作面での合理化が進み，ＫＢ
Ｓ滋賀発の独自番組はなくなり京都本社から彦根地域向けの放送がされている。
ＫＢＳ労組は，舞鶴，福知山両放送局の廃止を阻止できなかった教訓から，ＫＢＳ滋賀閉鎖の方
針が出された際には，地域放送の実践を守るために閉鎖反対の方針を地域住民に向けて訴える集会
（ＫＢＳ滋賀の発展と放送のデジタル化を考える集い）を開き，また「ラジオに関する緊急提言」
で再建策を発表し閉鎖に歯止めをかける活動を展開した。その際に地域住民による「滋賀リスナー
会議」を組織し，地域ラジオ放送の必要性を訴えるとともにＫＢＳ滋賀発の地域番組放送回復の要
求を会社に反映させる場を作り出している。
ＫＢＳ滋賀から独自に編成された番組『さんさんわいど滋賀』が，どれだけ地域住民にとって地
域の理解を促したかは番組活動の実績からうかがい知ることができる。滋賀放送局は1982年にラ
ジオカーを導入し，『さんさんわいど滋賀』の放送を県内各地をめぐるラジオカーとスタジオと中
継で結ぶ多元放送を行った。民放各局がラジオカーを盛んに導入した時期でもある。
90年代のＫＢＳ滋賀発『さんさんわいど滋賀』は，月曜から木曜の14時〜16時まで彦根スタジ
オとラジオカー，それに大津スタジオを結んだ多元中継番組で構成され，金曜は14時から15時ま
での１時間を長浜スタジオから，その後15時から18時までを彦根スタジオから放送，土曜は14時
から18時まで長浜スタジオで放送を行っていた。ラジオカーにはパーソナリティと女性アシスタ
ントが乗車して４時間の番組を放送するが，ＫＢＳ滋賀のラジオカーはスタジオ機能を有している
のであたかもスタジオ内で放送しているように聞くことができた。ラジオカーは県内50市町村を
１日１市町村の割合で順次回って各地域の観光地，特産品，祭り，習慣などを地域住民へのインタ
ビューや行政担当者の解説等によって伝える形式となっている。滋賀県内の農事有線放送が制作し
た番組を紹介する「あの町この町」のコーナーは，小規模放送を県内レベルに広げる役割を担って
いる。パーソナリティと地域住民の軽妙なやりとりを交えた放送は，聴取者から「おもしろい」，
「県内でも知らない場所への興味がわいた」などの意見が寄せられ，96年のＫＢＳ京都番組審議会
でも委員から高い評価を得ている。ＫＢＳ滋賀は番組名の『さんさんわいど滋賀』と銘打った冊子
を発行し，そのなかでラジオカーの曜日別地域と出演者を掲載，また，50市町村の行政広報紙に
掲載されたラジオカー中継の様子がまとめられている。これによると，行政側でも当番組が地域社
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会の結びつきや地域特性を対外的にアピールする有力なメディアと判断しているのがわかる。
このような経緯をもつ番組であるだけに，会社側のＫＢＳ滋賀閉鎖方針に反対した労働組合の呼
びかけに地域住民が敏感に反応することになった。「滋賀リスナー会議」はこの状況下で彦根市在
住の市民が中心となって結成され，労働組合が会社側と廃止撤回を交渉するうえで有力な支えとな
ったといえよう。結果的にはＫＢＳ滋賀は閉鎖には至らなかったものの，大幅な番組合理化により
彦根スタジオからの放送は水曜日のみとなり，月曜が京都本社スタジオと彦根市内を走るラジオカ
ーとを結ぶ方式変更されている。現在，番組は『音楽ワイド　ラジオ・ビュー』（月曜〜木曜，14
時〜17時）内で放送されている。月曜日の「彦根てくてくウオーク〜銀座商店街」（2010年12月13
日放送）をモニターしたが，京都本社スタジオのパーソナリティは彦根地域に詳しくないこともあ
り，ラジオカーのパーソナリティが伝える市内中継の様子とスタジオとのやりとりに齟齬を生じる
など，地域住民からすれば番組の質に疑問を抱かせるような結果を生んでいる。90年代の『さん
さんわいど滋賀』にみられたような，視聴者参加を交えて県内各地の特徴をいきいきと放送してい
た活気はない。むしろ京都の地域的・文化的圏域に滋賀地域を囲い込む働きしかなく，地域の独自
な社会文化を崩壊しかねないといえよう。会社の合理化による放送エリアの統合化は，地域の固有
性を自律的に発展させる公共圏形成との間に矛盾を生じている。「滋賀リスナー会議」は，ＫＢＳ
滋賀独自の番組発信を回復することを提起しており，地域コミュニケーションの活性化を促す役割
を担うＫＢＳ京都はそれに応える立場にある。
「市民のためのＫＢＳをめざす実行委員会」の意義
冒頭に触れたように，ＫＢＳ労組は1985年６月，市民と共同で「市民のためのＫＢＳをめざす
実行委員会」（ＫＢＳ実行委員会）の組織化を実現した。契機となったのは，84年にＫＢＳ京都が
原子力発電所の推進を主張する番組（関西電力提供）を放映した際，ＫＢＳ労組が市民に放映反対
運動を訴えていくなかで，放送労働者と「受け手」＝市民が恒常的に共同の関係を構築する組織の
必要性を認識したからである。結成総会時のアピールではＫＢＳ実行委員会を設立した目的を次の
ように記している。「（略）現在ＫＢＳ京都は，新社屋建設にともなう投資が直接的な負担となって
経営上の問題が大きくなっています。このことによって番組制作の条件が悪化し，視聴者の期待に
真に応えられる番組ができるかどうかの岐路に立っています。（略）ＫＢＳ京都が，地域の文化・
産業・経済の真の発展と，平和や民主主義・高度な福祉社会の実現にどうすれば寄与できるのか，
そして視聴者に開かれた放送局としてあるべき姿をどう見いだすのかを討議しました」として，市
民本位の放送局に転換するために研究・運動を進めるというものである。ここには一地域民放局の
抱える経営問題が，メディア公共圏にゆがみ（機能不全）をもたらしていると認識したうえで，
「受け手」＝市民の側から「送り手」のメディア公共圏規範に対抗する規範を用意してその実現に
向かう意志が表明されている。
ＫＢＳ実行委員会は，これまでの記述に見たようにＫＢＳ京都への番組アクセスやＫＢＳ労組と
ともに「地域懇談会」に参加して，番組の多様性を実現する役割を担っている。
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ＫＢＳ京都の根抵当権問題発覚後は，ＫＢＳ労組が取り組んだ「地域の放送局の灯を消すな」の
方針を受けて，地域メディア公共圏形成の基盤消滅を阻止する活動に参加することで，放送労働者
と「受け手」＝市民の間に新たな問題意識の共有化と解決に向けてのコミュニケーション関係を構
築してきた。この関係性は，「受け手」＝市民自らが地域メディア公共圏の必要性を認識する契機
でもあった。取り組んだ内容は多岐にわたる。「京の放送の灯を消すな」の象徴的言説のもとで市
民への署名活動は，４年間をかけて40万筆の広範な支持を得ている。この間，ＫＢＳ実行委員会
の主要メンバーは，労組員とともに街頭に立ち市民に根抵当権問題の存在を知らせると同時に「地
域放送局の灯を消すな」と訴えたのである（68回にわたる街頭でのマラソンスピーチの実施）。地
域マスメディアの消滅＝地域メディア公共圏の基盤消滅となるこの問題は，放送労働者の生活基盤
を失うことであるが，地域住民にとっても市民社会の民主主義形成の有力な基盤を失うことを意味
する。ＫＢＳ実行委員会は，根抵当権問題が地域メディア存続を左右する決定的な原因になるとと
らえ，このマラソンスピーチに参加して発言するとともに，問題解決に独自の行動をとった。ここ
には，放送労働者と「受け手」＝市民のあいだに，放送局の存続活動をとおして放送の公共圏をめ
ぐる価値の共有化・共同化をもたらしている。「アクセスクラブ」の項でも指摘したが，メディア
公共圏は番組のアウトプットだけではなく，このような組織的コミュニケーションによっても形成
されることを示している。
91年６月には「新しいＫＢＳ京都をつくる集い」を開催，担保問題についてＫＢＳ労組から報
告を受けるとともにＫＢＳ京都の改革案を検討している。担保問題については，①融資先の銀行の
責任問題，②経営責任の追及，③放送労働者と市民が一体となって再建に取り組む，などの意見が
出ている。ＫＢＳ京都の改革では，①地域に密着した番組制作，②放送基金を設けて市民参加の番
組制作，③ＣＭの料金設定を変更して地場産業にもＰＲの機会を増やすなどの具体的提案が検討さ
れた。これらはその後，93年，94年にはＫＢＳ実行委員会の立場から根抵当権問題にゆれるＫＢ
Ｓ京都の今後のあり方についてまとめた「市民提言」に反映されている。この提言については，会
社更生法下で就任した管財人への説明を行っている（95年７月）。また，94年６月には「京の放送
の灯を守ろう」に賛同した市民20万人の署名を携えてＫＢＳ京都の放送免許更新を郵政省（当時）
に申し入れ，存続への法的保障を要請している。このようにＫＢＳ実行委員会の存在は，ＫＢＳ京
都の会社更正手続きの終結に大きな役割を果たしたが，「受け手」＝市民の立場にとっても地域の
メディア基盤を確保したことにつながる。
ＫＢＳ実行委員会は，92年５月以降，ＫＢＳ京都の番組審議委員の任期ごとにＫＢＳ実行委員
会推薦のメンバー１名を送りだしている（現在で通算６名を推薦）。番組審議会の設置は放送法に
よって義務づけられているが，全国の民放局ではどこも会社の専決によって委員が委嘱されており，
ＫＢＳ京都のような「受け手」＝市民推薦制を受け入れている事例はない。ＫＢＳ実行委員会の番
組審議委員推薦は，ＫＢＳ労組が会社側との交渉によって実現したものである。ここには，「受け
手」＝市民が会社の番組編成に直接意見を提示することで，地域メディア公共圏をより効果あるも
のとする具体的成果がある。ＫＢＳ実行委員会は推薦した番組審議委員との間で意見交換会を持っ
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ており，「受け手」＝市民としてＫＢＳ京都の番組を評価し，検討内容を会社側にダイレクトに反
映させるコミュニケーション回路を確保した意義は大きい。番組審議委員の推薦制は，番組アクセ
スと性格は異なるが「受け手」＝市民の意見が会社の編成方針に対してメディア公共圏の規範を検
証する役割を果たしている。
９．調査結果の小活
ＫＢＳ労組が策定した「放送の基本方針」は，「送り手」としてのＫＢＳ京都が番組を通して地
域社会の公共圏を作り出そうとする規範である。ＫＢＳ京都自身も会社が定めた「番組基準に」公
共圏を枠づける規範が示されている。両者の規範はメディア公共圏の価値を示すものとして重なり
合う。ではなぜＫＢＳ労組は「放送の基本方針」として別途の規範を提示したのだろうか。両者の
内容を比較すると，「放送の基本方針」には，放送が言論・表現メディアとしてその自由を守ると
ともに，「真実の報道を貫く」という普遍的価値の提示に加えて，「特に京滋地方はわが国の歴史，
文化にきわめて大きい意義と役割を担う地域であり，その歴史的風土と文化遺産，伝統の継承，発
展に貢献しなければならない」とＫＢＳ京都の番組基準にはみられない地域社会の特徴に目を向け
た番組活動への視座がある。
マスメディア公共圏の規範は，地域社会の民主主義と基本的人権を実現するものでなければなら
ない。その際，マスメディアは「受け手」＝市民の主体的，自律的な価値判断を実行するために必
要な情報を提供する役割を担う。単に事実を報道するだけでなく，事実を発見しその意味について
も報じなければ「受け手」＝市民の主体的，自律的判断は生まれない。「放送の基本方針」にうた
われた，地域メディアとして「受け手」＝市民の知る権利に応え，マスメディアへのアクセスを実
現することで番組の多様性を実現しようとしたのも，この規範性にもとづいたものである。ＫＢＳ
労組は「放送局は市民に開かれていなければならない」を結成以来スローガンに掲げているが，
「市民に開かれる」の意味は，「送り手」に位置する放送労働者と「受け手」の視聴者・市民の間に
コミュニケーション回路が成立し，メディア公共圏の規範が市民社会を実現するうえでの世論形成
にどのように機能しているかを検証する規範的な価値を示している。
現状では「受け手」＝市民のメディアアクセスは，ラジオ番組を対象とした ｢ＫＢＳ京都アクセ
スクラブ｣ のみである。ＫＢＳ京都放送に「受け手」＝市民がアクセスする制度的な整備もはから
れていない。｢ＫＢＳ京都アクセスクラブ｣ の実績を積み重ねることで，番組アクセスへの回路を
更に増やすこと，会社にアクセスの制度化を認めさせることが求められよう。
また，番組によるメディア・コミュニケーションの回路とは別に，放送労働者と「受け手」＝市
民の間に組織的なコミュニケーションの回路を成立させることは，マスメディア・コミュニケーシ
ョンの公共圏形成を多層化し意味あるものにする行為として重要であるとの知見が得られた。
ＫＢＳ労組は，新組織として統一以来，労働組合として労働条件改善をはかる取り組みと同時に，
「受け手」＝市民との関係性を構築する多彩な取り組みをしてきた。「受け手」＝市民のメディア公
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共圏形成は，放送労働者が番組制作の技術的支援（テクニカルな側面だけでなく放送法上に規定さ
れた番組基準との適合性，著作権との関係などの法的処理を含む），番組を実現させるために会社
側との交渉，番組提供広告主の確保などの共同作業があって初めて可能となるものである。ＫＢＳ
実行委員会の存在は，放送労働者と「受け手」＝市民のコミュニケーション循環を実現させ，番組
と通してのメディア公共圏形成を達成する重要な位置を占めているのがわかる。今回の事例分析か
ら，「受け手」＝市民のメディア公共圏規範の形成には，放送労働者の自覚的働きかけが大きな意
味を持っているのが理解できる。それには，まず放送労働者自らにメディア公共圏規範を構築する
労働組合内部での取り組み，その結果もたらされる企業内部での民主主義的規範形成が必要である
し，「受け手」＝市民との間でメディアアクセスをめぐるコミュニケーション回路の設定により，
放送労働者への批判的意見を通して放送の規範性がより高まるという関係を発見できることである。
この点が本調査の知見として提示されよう。
本調査結果は，民放局のしかも広域圏独立局での事例によるものであり，メディア公共圏の規範
理論構築の検討素材としては限定的であるといえる。しかし，マスメディアの公共性をこのような
規範形成に重点をおいた視座から見直すことで，公共性論の実現に求められる要因を導き出したの
ではないかと思える。
しばしば述べてきたように放送のメディア公共圏は番組によって形成される。しかし，ＫＢＳ京
都の事例は，番組に現れる規範性が「送り手」に内在する経営＝労働の権力関係を反映しているこ
と，また，「送り手」の一方的なエンコーディングによってなされるのではなく「受け手」＝市民
とのフィードバックを実現することで，番組の多様性への契機が生まれていること，その多様性は
地域社会の民主主義や人権の拡大などの社会的共同性を実現する規範となっていること，などの知
見を示している。
［注］
（注１） 総務省　2007.12　『通信・放送の総合的な法体系に関する研究会報告書』では，情報ネットワークを
階層構造でとらえた規律としてレイヤー型の法体系を提言している。これによると，放送メディアの概念
は消えて，公然性を有するメディア（コンテンツ）サービスとして規定されている。
（注２） 金山勉　2011　「はじめに」金山勉，津田正夫編『ネット時代のパブリック・アクセス』世界思想社：
2。
（注３） 阿部　潔　1999　「コミュニケーション論としての公共圏論」児島和人編『個人と社会のインターフ
ェイス』新曜社：124〜125。
 ───1998『公共圏とコミュニケーション』ミネルヴァ書房も参照。
（注４） 広域圏ＵＨＦ局は，1967年10月13日に旧郵政省が「テレビジョン放送用周波数の割当計画基本方針」
（以下「割当計画基本方針」）の修正方針を決定したことによって設置された。旧郵政省は「広域圏内県域
放送用チャンネルの割当」の理由として二つあげた。①地域住民からのローカル番組の拡充についての強
い要望に対応するため，ローカル番組の格差を是正すること，②テレビによる政見放送の円滑な実施をは
かるため，である。
（注５） ＫＢＳ京都の2009年度財務データでは，営業収入54億4100万円，当期純利益０円，売上高営業利益
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率は0.68％，売上高経常利益率0.81％，売上高純利益率0.00％，総資本経常利益率0.62％である。同期の
営業収入トップのフジテレビは，営業収入3273億5900万円，当期純利益63億9200万円，売上高営業利益
率は3.02％，売上高経常利益率3.12％，売上高純利益率1.95％，総資本経常利益率3.93％である。関西広
域圏内の営業収入トップ朝日放送は，営業収入641億5100万円，当期純利益11億1100万円，売上高営業利
益率は2.18％，売上高経常利益率2.12％，売上高純利益率1.73％，総資本経常利益率1.72％である。営業
収入だけで見れば，東京放送はＫＢＳ京都の60倍，朝日放送は18倍の規模である。
（注６） ＫＢＳ京都ラジオのサービスエリアは京都府だが，中波周波数の特性から県域を越えてスピルオーバ
ーする。ＫＢＳ京都が明らかにしているラジオのサービスエリア図によると，滋賀県，兵庫県，奈良県，
和歌山県，三重県がエリア内にある。滋賀放送局の開設は，当時滋賀県北部にはラジオ局がＮＨＫの放送
中継局があるのみで，民間放送局は存在していなかった。彦根市議会は，59年３月議会において「京都
放送滋賀放送局免許促進についての意見書」を満場一致で採択し郵政省に提出している（「ＫＢＳレポー
ト」第14号，2006年２月，ＫＢＳ労組発行）。開局について地元の要望が強かったという側面と同時に，
主要株主であった京都新聞が湖北を中心に（新聞拡販の）北部戦略の拠点にしたいという目的があり開局
したという側面も持っている（KBS京都番組審議会議事録1996年４月例会）。
（注７） 放送事業者が番組基準を制定するのは放送法に規定されている。しかし，多くの民放局は，事業者団
体である社団法人日本民間放送連盟が定めた番組基準に準拠しており，地域放送局として免許されていな
がら「地域」社会における放送メディア固有の「規範」性は有していない。番組基準を自社のホームペー
ジに掲載して受け手に放送活動の姿勢を示す行為すら行っていない放送局がきわめて多い。
（注８） 津田正夫　2005　市民のためのＫＢＳをめざす実行委員会編　「名実とともに必要とされるＫＢＳ
へ」『シチズン』：44．
（注９） ＫＢＳ京都　放送の基本方針（昭和56年12月１日）
 １．ＫＢＳ京都は憲法に定められた基本的人権と民主主義を尊重することを基本に，ラジオ・テレビ
の放送活動と事業活動を通じて，文化，産業，経済の発展と平和で高度な福祉社会の実現をめざ
して，地域住民の幸福と地域社会の発展に寄与するものである。特に京滋地方はわが国の歴史，
文化にきわめて大きい意義と役割を担う地域であり，その歴史的風土と文化遺産，伝統の継承，
発展に貢献しなければならない。
 ２．ＫＢＳ京都は不偏不党を旨とし，あらゆる権力の不当な介入，干渉を排除して，言論と表現の自
由を守り，真実の報道を貫くことによって，地域社会の信頼にこたえなければならない。
 ３．ＫＢＳ京都は健全な経営基盤の確立をはかり，地域に開かれた放送局としての使命を果たすべく，
市民との連携と交流を深めるとともに，アクセス権を容認し，その必要な措置を取ることにより，
視聴者の権利と市民生活を守る機能を発揮しなければならない。
（注10） 当時タレントの上岡龍太郎が，行政の対応に不満を覚えたときなどに，しばしば「ＫＢＳ京都のタイ
ムリー１０で取りあげてもらうで」と言っていたというエピソードは，いかにこの番組，そしてＫＢＳが
地域に根ざしていたかと言うことを物語っている。http://ja.wikipedia.org/wiki/
（注11） 研究集会の報告は，全国放送労働協議会編　1963　『燃えろアンテナ　放送の現状と未来像』七曜社．
（注12） ＫＢＳ京都で競馬中継を提供してきたＪＲＡ（日本中央競馬会）は，11年１月から提供を大幅に撤
退する方針を打ち出しＫＢＳ京都に伝えた。ＪＲＡはＫＢＳ京都の総収入約600億円の10％を占める出稿
額を出してきたが，今回の措置は再建達成に大きな影響を与えるものとなる。この事態を受けて，ＫＢＳ
労組は財務分析結果から，役員報酬の削減や定年退職者の人件費減などの費用削減によって返済が可能で
あることを提言，同時に番組制作費や人件費抑制による利益確保の方針には反対するとの意志を明らかに
している。また，競馬中継が占めていたテレビの土曜・日曜の午後の時間帯の編成方針についても，地域
住民参加（スタジオを市民に開放），地域情報番組の開発，ドキュメンタリー番組の開発，地域のアマチ
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ュアスポーツ番組の開発など地域を対象とした番組編成の提言を行っている。また，営業のあり方，職場
体制のあり方，地上デジタル移行にあたっていわゆる「デジタル難民」を出さない措置の要求，ＫＢＳラ
ジオ再生の方針など，完全再建達成を第二の開局と位置づけた提言が出されている。
（注13） この時「コーヒー二杯分（500円）のカンパで自主番組を作ろう」のスローガンを掲げた。一口500
円のカンパを2000人の市民が応じている。
（注14） 呼びかけ人は次のメンバーである。代表・松尾博文（立命館大学教授），池上淳（京都大学教授），小
倉襄二（同志社大学教授），川端道既（御ちまき司），酒井健三（前平安女学院学長），茂山千之丞（狂言
師），高石ともや（フォーク歌手），二葉邦彦（立命館大学教授），ヨシトミヤスオ（京都精華大学教授）
（注15） この時「ひとり１秒，1000円。みんなでつくって，見るテレビ」のスローガンを掲げ約1000万円を
集めている。
 本調査報告は，2007-2010年度科学研究費補助金，基盤研究（Ａ）「公共圏の創成と規範理論の探求—現
代社会問題の実証的研究を通して」（代表：舩橋晴俊教授・課題番号　19203027）に設置された「メディ
ア公共圏と社会規範」プロジェクトによる成果報告の一部である。
 本調査にあたり，資料提供，聞き取り調査等で古住公義氏（京都放送労働組合副委員長），山田喜代春
氏（市民のためのＫＢＳをめざす実行委員会代表），徳永博氏（滋賀リスナー会議会員）のご協力を得た。
記して謝辞を述べたい。
